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こども性暴力防止法とは？ 

教育・保育などのこどもに接する場での、こども

への性暴力を防ぎ、こどもの心と身体を守るため、

令和６年６月「こども性暴力防止法」が成立しまし

た。この法律で定められている取組は、令和８年12

月25日に施行されます。 

制度趣旨 

児童等に教育・保育等を提供する事業者に対し、

従事者による児童対象性暴力等を防止する措置を

講じること等を義務付ける。 

制度対象 

事業者が行う各事業・業務が、児童等との関係で、

①支配性、②継続性、③閉鎖性を有するか否かの観

点から、対象事業・業務を規定。 

対象事業者 

学校設置者等 

  学校、児童福祉施設等、本法に定める措置を義務

として実施すべき事業者 

民間教育保育等事業者 

学習塾、放課後児童クラブ、認可外保育施設等、 

国の認定を受けて本法に定める措置を実施す

る事業者 

対象業務 

学校設置者等における教員等 

教諭、保育士等 

民間教育保育等事業者における教育保育等従事者 

塾講師、放課後児童支援員等 

対象事業者に求められる措置等 

安全確保措置 

① 日頃から講ずべき措置(初犯防止対策) 

・ 服務規律等のルール作り、環境整備、保護者・

児童等への周知・啓発 

 

・ 性暴力等のおそれの早期把握のための児童等と 

の面談等 

・ 児童等が相談を行いやすくするための措置(相

談体制等) 

・ 研修 

② 被害が疑われる場合の対応 

・ 調査 

・ 被害児童等の保護・支援 

③ 特定性犯罪前科の有無の確認(再犯防止対策) 

・ 特定性犯罪前科の有無は、令和８年12月25日施

行のこども性暴力防止法(日本版ＤＢＳ)に基

づき、事業者がこども性暴力防止関連システム

にログインし、アカウント登録や犯罪事実確認

の交付申請を行うことにより確認します。 

④ 児童対象性暴力等の防止のための措置 (防止  

措置) 

・ ①～③を踏まえ、従事者による児童対象性暴力 

等が行われる「おそれ」ありと認められる場合 

児童対象性暴力等の防止の設置 (教育・保育等の

業務に従事させないなど)を講じなければならな

い。 

情報管理措置 

特定性犯罪前科等の情報を管理するための措置 

 情報管理措置は、以下の柱で構成されます。 

・ 犯罪事実確認記録等の適正管理 

・ 目的外利用・第三者提供の禁止 

・ 漏えい等重大事態の報告 

・ 確実な廃棄 

・ 包括的な監督体制 

指導・監督 

 安全確保措置・情報管理措置

の実施状況については、国・所轄庁が指導・監督を

実施します。 

主な内容は、定期報告、報告徴収及び立入検査、

命令、認定等の取消、公表等など 
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◆すべての事業者が取組の義務がある 

・ 学校(幼稚園、小中学校、高校等) 

・ 専修学校(高等課程) 

・ 認定こども園 

・ 児童相談所 

・  児童福祉施設 (認可保育所、児童養護施設、

障害児入所施設 等) 

・ 指定障害児通所支援事業 

・ 乳児等通園支援事業     など 

◆国の「認定」を受けた事業者 (認定は任意) 

・ 専修学校(一般課程)・各種学校 

・ 民間教育事業(学習塾、スポーツクラブ 等) 

・ 放課後児童クラブ  

・ 一時預かり事業 

・ 病児保育事業 

・ 認可外保育事業 

・ 指定障害福祉サービス事業  など 

認定について 

事業者が、子ども家庭庁に事業ごとに申請を行

い、基準を満たす場合は、認定を受けることがで

きます。認定された事業者は、こどもと接する従

事者が、過去に性犯罪を犯していないかの確認な

どを行う必要があります。 

認定の基準 

認定には、法律で定められた性暴力を防ぐ取組

や犯罪情報を適正に管理する取組を適切に実施す

る体制が必要です。 

必要な手続き 

 

認定を受けるためには、オンライン申請が必要

です。申請から認定までには、約１～２か月かかる

見込みです。 

詳しくは、こども家庭庁ＨＰ 

こども性暴力防止法について⇒ 

 

 

◆所得税「非課税ライン」178万円への引上げ 

基礎控除と給与所得控除が、令和７年の160万円

から178万円へ非課税の壁を引上げ 

◆配偶者・扶養控除等所得判定基準の引上げ 

課税ラインの変更に連動し、配偶者控除や扶養 

控除、勤労学生控除の対象となる各種「合計所得 

金額」要件が一律で引上げ 

◆子育て世代における生命保険料控除の拡充 

23歳未満の扶養親族がいる場合、新一般生命保 

険料の控除枠上限が従来の４万円から６万円へ

拡充 

◆(そのほか)通勤手当非課税限度改正 

片道65㎞以上の長距離通勤で、非課税枠が引上 

げ。さらに、月額最大 5,000円の契約駐車場代を 

加算する措置が新設 

 

 

 

これまで、週20時間以上働いていても、給与が 

月8.8万円未満なら社会保険は、適用除外ルールが

なくなり、10月以降の加入基準は週の所定労働時間

が20時間以上か否かとなります。 

◆今後の社会保険適用事業所の拡大スケジュール 

時期       対象企業規模 

令和８年10月   51人以上(賃金要件撤廃)  

令和９年10月   35人以上 

令和10年10月   20人以上 

令和11年10月   10人以上 

令和12年10月   全事業所(規模要件撤廃) 

［ 今月号の記事担当 ： P1.2/平野聖士 * P3.4/篠田昇 ］ 

令和 8 年度年末調整の主な改正 

年収 106 万円の壁・週 20 時間の壁 






